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概要  

近年、生物多様性がサステナビリティの主要テーマとして認知され始めている。国際的な取り組み目標の

設定に加え、生物多様性関連の情報開示の枠組み、外部評価、規格・基準の拡充等、様々な動きがここ数年

に集中しており、企業においては特に生物多様性に関する情報開示の機運が高まると予想される。本レポー

トでは、まず生物多様性が重要視される一般的な背景と最近の主要な社会動向についてまとめ、そのうえで

代表的な情報開示の枠組みとして TNFD フレームワークの全体像と注目すべきポイントを紹介する。 
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1. 生物多様性に対する取り組みの重要性 

ここ最近、サステナビリティの主要テーマとして生物多様性が取り上げられることが増えてきた。2022 年

12 月に開催された生物多様性条約第 15 回締約国会議（以下「CBD-COP15」）では「昆明・モントリオール生物

多様性枠組」が採択され、2023 年 3 月には「生物多様性国家戦略 2023-2030」が閣議決定された。2023 年 9

月には企業が生物多様性や自然資本に関する情報を開示するための TNFD フレームワークも公開される予定

であり、加速する動きと共に社会的な関心も高まっている。1章では、生物多様性が重要視される一般的な背

景について解説を行う。 

1.1. 経済・社会と自然・生物の関係 

世界経済フォーラムの推定によれば、世界の経済生産の半分以上に相当する約 44 兆米ドルの経済価値が自

然に中～高程度に依存して創出されているという。また、ストックホルム・レジリエンス・センターによる

「SDGs ウェディングケーキ」（図 1）では、経済だけではなく社会も「生物圏」の土台の上に成り立っており、

持続可能な経済及び社会を構築するために自然や生物が必要であることが示されている。  

図 1 SDGs ウェディングケーキ1 

1.1.1. 生態系サービスとは 

経済や社会が自然から受け取る恩恵は「生態系サービス」と呼ばれている。生態系サービスには様々な種

類があるが、大きく 4 つに分類される（表 1）。「供給サービス」は自然資本を直接的に利用するもの、「調整

サービス」は経済や社会の基盤を提供するもの、「生息・生育地サービス」は生態系サービス自体の持続性を

維持するもの、「文化的サービス」は自然の持つ情報や自然そのものの価値を利用するものとして分類される。

特に「調整サービス」「生息・生育地サービス」「文化的サービス」は経済・社会のインフラとして機能して

いるため、普段あまり意識されないかもしれないが、失われた場合の損失額や補償コストを考えると経済的

な価値を持つことが理解できるかと思う。 

                              
1 Stockholm Resilience Centre. “SUSTAINABLE DEVELOPMENT GOALS The SDGs wedding cake.” Stockholm 

University Stockholm Resilience Centre HP, https://www.stockholmresilience.org/research/research-news/2016-

06-14-how-food-connects-all-the-sdgs.html（アクセス日:2023-05-19）※「生物圏」は生物の存在する領域のこと 
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表 1 生態系サービスの分類2 

主要サービスのタイプ 

供給サービス 

食料（例：魚、肉、果物、きのこ） 

水（例：飲用、灌漑用、冷却用） 

原材料（例：繊維、木材、燃料、飼料、肥料、鉱物） 

遺伝資源（例：農作物の品種改良、医薬品開発） 

薬用資源（例：薬、化粧品、染料、実験動物） 

観賞資源（例：工芸品、観賞植物、ペッ卜動物、ファッション） 

調整サービス 

大気質調整（例：ヒートアイランド緩和、微粒塵・化学物質などの捕捉） 

気候調整（例：炭素固定、植生が降雨量に与える影響） 

局所災害の緩和（例：暴風と洪水による被害の緩和） 

水量調整（例：排水、灌漑、干ばつ防止） 

水質浄化 

土壌浸食の抑制 

地力（土壌肥沃度）の維持（土壌形成を含む） 

花粉媒介 

生物学的コントロール（例：種子の散布、病害虫のコントロール） 

生息・生育地サービス 
生息・生育環境の提供 

遺伝的多様性の維持（特に遺伝子プールの保護） 

文化的サービス 

自然景観の保全 

レクリエーションや観光の場と機会 

文化、芸術、デザインへのインスピレーション 

神秘的体験 

科学や教育に関する知識 

 

1.1.2. 自然資本とは 

生態系サービスは「自然資本」と呼ばれる、森林や土壌、水、大気、生物資源、鉱物資源等の自然によって

形成される資本（ストック）から提供されている。我々の経済や社会は生態系サービスを利用することで成

り立っているため、生態系サービスの提供を行う自然資本が長期にわたり安定的に存在することが経済や社

会の持続可能性を保つうえで重要となってくるが、この自然資本を健全に維持するために必要なのが生物で

ある。例えば樹木等の様々な生物によって構成される森林が二酸化炭素の吸収や雨を保水することで、健全

な炭素循環や水循環が支えられている等、水や大気といった非生物の要素も含めて、生物の活動が自然資本

を利用できる状態に保つ役割を果たしている。 

1.1.3. 生物多様性とは 

では、なぜ「生物」ではなく「生物多様性」という語句が使われるのか。大まかには三つの理由が考えら

れる。一つめは、生物が持続的に存在するために多様性が求められるからである。例えば森林による二酸化

炭素の吸収や雨の保水といった生態系サービスは、1 種類の木のみが生えている森林であっても提供される

だろう。しかし、そのような森林は深刻な病気や害虫が発生した際に一気に衰退してしまうため、持続性が

低い。他の生物についても同様に、多様性がレジリエンスを担保していると考えられている。 

                              
2 環境省. 価値ある自然 生態系と生物多様性の経済学：TEEB の紹介. 2012, 

https://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/library/files/TEEB_pamphlet.pdf（アクセス日:2023-06-14）を基に

当社作成 
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二つめは、生物同士の関係性の不透明性である。生物は 1 種や 1 個体だけではなく、他の様々な生物及び

非生物（気候や大気、水等）と相互作用する複雑なシステム（生態系）を構築して存在している。そのため、

ある生物がいなくなった場合にどのような影響が生じるかを予測や制御することは困難な場合が多い。よっ

て、生態系のシステム全体をできるだけそのまま残しておくことが効率的に自然資本を維持する手段となる。 

三つめは生物多様性の中に未発見の資源が存在するからである。例えば、処方薬の約 50％は天然の植物に

由来して開発されており、今後も未発見の植物から難病の特効薬が見つかる可能性がある。様々な生物の現

在評価できない将来的な価値を残しておくためには、生物多様性全体を維持しておく必要がある。これらの

理由のため、生態系サービスや自然資本を持続的に利用するためには、「生物」ではなく「生物多様性」の観

点で対応を考える必要が出てくる。 

1.1.4. 「生物多様性」「自然資本」「経済・社会」の関係性 

ここまでに説明した内容をまとめると図 2 のようになる。生物多様性が自然資本を利用可能な状態に維持

し、自然資本から提供される生態系サービスによって我々の経済や社会が成り立っている。 

 

図 2 「生物多様性」「自然資本」「経済・社会」の関係性3 

 

1.2. 生物多様性減少の直接要因 

前節で説明したように、生物多様性は我々の経済・社会の持続・発展に不可欠な要素だが、近年生物多様

性や自然資本は急速に劣化している。例えば、全世界の種の絶滅速度は過去 1,000 万年間の平均より数十倍

から数百倍に上昇しており、さらに加速している傾向が見られる。また、ケンブリッジ大学のパーサ・ダス

グプタ名誉教授が英国財務省の要請に基づき 2021 年に報告した「ダスグプタ・レビュー」では、人類が消費

する自然資本や生態系サービスが供給量に対して約 1.6 倍と試算されており、自然資本のストックは大きく

損なわれ続けている。 

生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学-政策プラットフォーム（IPBES）による「生物多様性

と生態系サービスに関する地球規模評価報告書」では、生物多様性や自然資本の劣化の原因について直接要

因を 5つ示している（表 2）。上記報告書では、全体としては「土地/海域利用変化」と「直接採取」の影響が

半分以上を占めると示されているがローカルにみるとその他の要因の影響の方が大きくなる場合もある。 

  

                              
3 当社作成 
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表 2 生物多様性喪失の直接的要因4 

直接要因 具体例 

土地／海域利用変化 

 農地や牧草地、都市等の拡大による森林や湿地、草原等の減少 

 森林の分断による個々の面積の減少 

 農業や牧畜、漁業等による集中的な土地利用 

 森林伐採や農業等による土壌の劣化 

直接採取 
 建材や狩猟動物等の生物資源及び化石燃料や鉱物資源等の非生物資源の採取 

 農業や工業、生活用水としての河川や地下水からの取水 

気候変動 

 二酸化炭素等の温室効果ガスによる気候変動 

 温暖化による海面上昇 

 二酸化炭素による海洋の酸性化 

汚染 

 窒素酸化物や硫黄酸化物、PM2.5 等による大気汚染 

 未処理の下水や工業・農業排水、油流出等による水質汚染 

 プラスチック等の固形廃棄物 

侵略的外来種 ・貿易や人間の移動等に伴う侵略的外来種の拡散 

 

1.3. 生物多様性喪失による社会・経済への影響 

生物多様性と自然資本が失われ、生態系サービスが劣化することにより、経済・社会に対して様々なリス

クが起こると想定されている。そのうちの一部を以下に示す。これらのリスクは既に一部顕在化しており、

生物多様性の維持・回復に向けた取り組みが喫緊の課題となっている。 

 例１：食用作物の 75％以上は昆虫等による受粉に依存しているため、受粉サービスの劣化が食品価格

の高騰や調達不安定化を引き起こす可能性がある。受粉サービスの市場価値は年間 2,350 億～5,770

億米ドルと推定されている。 

 例２：森林の減少や断片化、農地の拡大等の理由で人間や家畜と野生生物との接点が増えると、人獣

共通感染症（動物から人へ伝播可能な感染症のことで、Covid-19 や鳥インフルエンザ、エボラ出血熱

等も該当する）によるパンデミックの危険性が高まる。 

 例３：マングローブ5は洪水や高潮による被害を軽減する機能を持つが、既に本来の生息面積から 35％

以上減少していると推定されている。マングローブが失われた場合、高潮や洪水の被害者が年間 1,800

万人以上増加し、被害額も年間 820 億米ドル増加すると予想されている。 

 

第 1 章まとめ：生物多様性は我々の経済・社会に不可欠な存在だが、急速に失われており、それによって

様々なリスクが生じている。 

 

 

                              
4 IPBES. Global assessment report on biodiversity and ecosystem services of the Intergovernmental Science-

Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem Services. 2019, https://zenodo.org/record/6417333（アクセス

日:2023-06-05）を基に当社作成 
5 熱帯及び亜熱帯域において河口の汽水域に生育する植物の総称 
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2. 生物多様性に関する社会動向 

2.1. 国際社会の動向とそれを受けた日本国内の動き 

世界経済フォーラムによる最新の「2023 年グローバルリスク報告書」では、「今後 10 年間で最も深刻な世

界規模のリスク」の 4 位に「生物多様性の喪失と生態系の崩壊」が選ばれており、気候変動に次ぐ大きなリ

スクとしてとらえられている（図 3）。 

図 3 2023 グローバルリスク報告書「今後 10 年間で最も深刻な世界規模のリスク」6 

 

そのような中、2022 年 12 月に開催された CBD-COP15 の第二部では、2011 年から 2020 年までの生物多様性

に関する国際目標である「愛知目標」に代わる目標として、「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が採択

された。 

従前の「愛知目標」については、2020 年 9 月に地球規模生物多様性概況第 5 版（GBO5）において、「完全に

達成できた目標はゼロ、一部を達成できた目標も 20 目標中 6 つのみ」と総括されており、この要因として愛

知目標に応じて各国が設定した国別目標の内容や目標レベルが、全般的に愛知目標の達成には不十分であっ

たことが指摘されていた。 

図 4 2030 年ネイチャーポジティブのイメージ7 

 

「昆明・モントリオール生物多様性枠組」では、2050 年ビジョン「自然と共生する世界」及び 2030 年ミッ

ション「生物多様性の損失を止め、回復軌道に乗せる（＝ネイチャーポジティブ（図 4））ための緊急の行動

をとる（一部省略）」の達成に向けて、前述の「愛知目標」の反省も踏まえ、4つの 2050 年ゴールと 23 の 2030

                              
6 World Economic Forum. The Global Risks Report 2023 18th Edition. 2023, 

https://www3.weforum.org/docs/WEF_Global_Risks_Report_2023.pdf を基に当社作成（アクセス日:2023-06-14） 
7 WWF. 生きている地球レポート. 2022, https://www.wwf.or.jp/activities/data/20221013lpr_02.pdf（アクセス

日:2023-06-14） 

（元図）Locke, H.; Rockström, J.; Bakker, P. et al. A nature-positive world: the global goal for nature. 
2021, https://capitalscoalition.org/wp-content/uploads/2021/04/Nature-Positive-The-Global-Goal-for-Nature-

paper.pdf 



損保ジャパン RM レポート ｜ Issue 243 ｜ 2023 年 6 月 26 日 

Copyright © 2023 Sompo Risk Management Inc. All rights reserved. ｜ 8 

年ターゲットが設定された。具体的には、数値目標の増加や社会・経済活動に直接関連する目標の充実・強

化、枠組の進捗をモニタリング・評価する「レビューメカニズム」の導入など、目標の実効性を高めるため

の仕組みが盛り込まれている。 

主要な目標として、「陸と海のそれぞれ少なくとも30%を保護地域及びOECM8により保全する“30by30目標”」

（ターゲット 3）が掲げられたほか、特に企業に向けては、「事業者（ビジネス）が、特に大企業や金融機関

等は確実に、生物多様性に係るリスク、生物多様性への依存や影響を評価・開示し、持続可能な消費のため

に必要な情報を提供するための措置を講じる」（ターゲット 15）が設定され、自社のビジネスの生物多様性に

係るリスク及び生物多様性への依存と影響の評価・開示が期待されている（図 5）。 

 

図 5 昆明・モントリオール生物多様性枠組の構造9   

 

国内では、2023 年 3 月 31 日に前述の「昆明・モントリオール生物多様性枠組」を踏まえた、新たな生物多

様性の保全と持続可能な利用に関する国家戦略「生物多様性国家戦略 2023-2030」（図 6）が策定された。 

新たな生物多様性国家戦略では、2030 年ネイチャーポジティブ実現を大目標に、5 つの基本戦略と 40 の個

別目標が定められており、前述の 30by30 目標をそのまま国内でも目標としているほか、特に企業に向けたも

のとして、「基本戦略 3 ネイチャーポジティブ経済の実現」の中で、「企業による生物多様性への依存度・影

響の定量的評価、現状分析、科学に基づく目標設定、情報開示を促すとともに、金融機関・投資家による投

                              
8 Other effective area-based conservation measures の略。“保護地域以外で生物多様性保全に資する地域”の意。 
9 環境省. “昆明・モントリオール生物多様性枠組の構造.”みんなで学ぶ、みんなで守る生物多様性, 

https://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/treaty/gbf/kmgbf.html, (アクセス日:2023-05-15). 
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融資を推進する基盤を整備し、投融資の観点から生物多様性を保全・回復する活動を推進する」という個別

目標が設定されている。これにより、日本国内においても、企業に生物多様性への依存と影響の評価・分析・

目標設定、及びその情報開示が求められる方向性が明らかとなった。 

日本国内において 30by30 目標を達成するための具体的な方策としては、「自然共生サイト」の認定制度が

スタートしており、環境省は 2023 年度中に 100 サイト以上の認定を目指すとしている。「自然共生サイト」

は民間の取り組み等によって生物多様性の保全が図られていることを国が認定する区域のことを指し、認定

区域は、保護地域との重複を除き、「OECM8」として国際データベースに登録され、30by30 目標の対象として

カウントされることとなっている。なお、「自然共生サイト」の認定対象には企業の取り組みによって生物多

様性の保全が図られている森林や緑地帯、ビオトープなども想定されていることから、企業においてはこち

らも注目すべき動きと言える。 

図 6 生物多様性国家戦略 2023-2030 の概要10  

 

2.2. 投資家の変化と企業向けの情報開示枠組み、目標設定ガイダンス等の整備 

 前述した国際目標や政策の変化に合わせて投資家の生物多様性に対する関心も高まっており、企業の生物

多様性への取り組み評価に向けた目標や情報開示枠組みの整備が進んでいる。 

 生物多様性に関する初の情報開示の枠組みである「TNFD」（次章で詳述）が現在開発中であるほか、自然資

                              
10 環境省. “生物多様性国家戦略 2023-2030 の概要.”環境省, https://www.env.go.jp/content/000124382.pdf, (ア

クセス日:2023-05-15). 
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本への科学的な目標設定のための枠組みである「SBTs for Nature」は、企業向けの初期ガイダンスを 2020

年 9 月にリリースし、現在、正式版ガイダンスの策定を進めている。ガイダンスは、淡水、土地、海洋、気

候（SBTi から統合）、生物多様性の領域に分かれており、順次、リリースに向かっている。また、CDP や DJSI

等の ESG 外部評価において生物多様性に関する設問が追加されており、ISO や GRI スタンダード等の規格・

基準についても生物多様性分野の拡充が進められている。 

 なお、生物多様性分野に限らず多様な既存枠組みが乱立していることから、将来的には国際サステナビリ

ティ開示基準審議会（ISSB）が取りまとめている IFRS サステナビリティ開示基準へ統合が図られる見通しで

ある。日本国内では、ISSB の動向を受け、気候変動、人的資本に続き、生物多様性についても有価証券報告

書におけるサステナビリティ情報開示の対象となる可能性がある。 

 

第 2 章まとめ：生物多様性に関する新たな国際目標の決定を受け、企業に対しても生物多様性に係るリス

ク、生物多様性への依存や影響の評価・開示が期待されている。 

 

3. TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）フレームワークとは 

前述のとおり、生物多様性に関する社会動向を背景に、グローバルでの情報開示枠組みや目標設定等が

活発化している。本章では、代表的な情報開示枠組みとして、Taskforce on Nature-related Financial 

Disclosures（自然関連財務情報開示タスクフォース、以下、「TNFD」）について紹介する。 

3.1. TNFD の設立と目的 

TNFD は、財務やビジネス面での意思決定において、自然資本を考慮する必要性が高まっていることを受け

て設立されたイニシアチブである。2019 年 5 月の G7 環境大臣会合での呼びかけを受け、グローバル・キャ

ノピー（英環境 NGO）、国連開発計画（UNDP）、国連環境計画金融イニシアチブ（UNEP FI）、世界自然保護基金

（WWF）の 4機関が主導して、2021 年 10 月に発足した。TNFD では、自然関連のリスク管理と情報開示に関す

るフレームワークを提供することで、組織が直面す

る自然関連リスクに対して報告・行動することを可

能とし、世界の資金の流れを自然へマイナスの結果

から自然へプラスの結果へ導くことを大きな目的と

している。 

TNFD フレームワークは 2023 年 9 月にリリース予

定（図 7）であるが、オープンイノベーションアプロ

ーチとして、β版が段階的にリリースされ市場から

のフィードバックを受け付けている。直近では 2023

年 3 月にβ版 v0.4 がリリースされており、以降でβ

版 v0.4 をベースにフレームワークのポイントを解説する。 図7 TNFDフレームワークの開発タイムライン11  

                              
11 フレームワークの概要, Taskforce on Nature-related Financial Disclosures, 

https://framework.tnfd.global/introduction-to-the-framework/（アクセス日:2023-05-12） 
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3.2. TNFD フレームワークのポイント 

3.2.1. TCFD との共通点、相違点 

TNFD フレームワークは、先行して開発された Taskforce on Climate-related Financial Disclosure（気

候関連財務情報開示タスクフォース、以下、「TCFD」）のフレームワークの開示事項を参照しており、「ガバナ

ンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」を 4 本柱としている。図 8に示すとおり、TCFD フレームワークに

基づく開示を行っている企業であれば、ノウハウを活かせるところもある。 

一方で、「自然資本」と「気候変動」の対象の違いから、以下のような相違点があり、留意が必要である。 

＜TNFD と TCFD との相違点＞ 

 「気候変動」は主に温室効果ガスを対象とするが、「自然資本」は大気、森林、土壌、水、海域、生物

資源など様々な要素を対象とし、かつ、それらは組み合わせによって成立している（「気候変動」は大

気に該当し、「自然資本」の一部という位置づけである）。 

 温室効果ガスは国/地域を問わず共通の性質であるが、「自然資本」は国/地域により性質が異なり、相

互に交換や相殺することができないため、ロケーション（地域特性）が非常に重要となる。 

 「自然資本」は、量だけではなく質の評価も必要となる場合がある。 

 ロケーションに根差した地域住民の環境権等、ステークホルダーとの調和/対話が必要となる。 

 リスクと機会のほか、その前提となる依存と影響（表 3 参照）、優先地域に関する情報についても開示

が必要となる。 

 「自然資本」以外の他のサステナビリティテーマとのトレードオフ/相乗効果の関係性に留意が必要で

ある（例えば、天然資源を石油製品に代替することによる温室効果ガスの排出量増加（＝トレードオ

フ）や原産国における持続可能な調達の推進による生物多様性、人権等への包括的な配慮（＝相乗効

果））。 

 

図 8 TNFD フレームワークにおける開示推奨事項草案12 

                              
12 エグゼクティブ サマリー - TNFD ベータ フレームワークの v0.4, Taskforce on Nature-related Financial 
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また、TNFD では、4 本柱の開示事項の前段として、一般開示事項（①マテリアリティの考え方、②開示の

範囲、③自然関連の依存、影響、リスク及び機会への考慮、④ロケーション、⑤他のサステナビリティ関連

の開示との統合、⑥ステークホルダーの関与）の開示も定められている。一般開示事項は、サステナビリテ

ィ関連の情報開示の動向や、幅広い市場参加者の意思決定やニーズに対応していくことを背景に、β版 v0.4

において設定された。 

 

表 3 依存・影響及びリスク・機会の考え方13 

依存 事業を行うために依存している生態系サービス（浄化された水の供給等） 

影響 生態系サービスに対して与えているプラス又はマイナスの影響（森林を農地に改変する等） 

リスク 依存・影響に関連して生じる脅威（農作物の調達不安定化等） 

機会 
生物多様性に関連した環境変化によって生じるポジティブな影響（先進的な取り組みに対す

る ESG 評価の向上等） 

 

3.2.2. LEAP アプローチについて 

TNFD では、開示事項の作成にあたり、LEAP（Locate, Evaluate, Assess, Prepare の頭文字）と呼ばれる

自然関連のリスクと機会の管理のための統合評価プロセスを開発し、活用を推奨している。また、LEAP アプ

ローチに着手する前には、評価のスコーピング（Scope the assessment）を慎重に検討することも推奨して

いる。LEAP アプローチの全体像を図 9に、各フェーズのポイントを表 4に示す。バリューチェーン全体での

網羅的な評価を最初から行うことは困難であるため、評価対象の優先付けを行いつつ、重要なロケーション、

依存と影響、リスクと機会は何であるかを特定・評価し、今後の対応と情報開示に繋げていく。 

                              
Disclosures ,https://framework.tnfd.global/introduction-to-the-framework/executive-summary/v04-beta-

release/（アクセス日:2023-05-12）を基に当社作成 
13 概念と定義, Taskforce on Nature-related Financial Disclosures , https://framework.tnfd.global/concepts-

and-definitions/definitions-of-nature/（アクセス日:2023-05-12）を基に当社作成 
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図 9 LEAP アプローチ草案14 

  

                              
14 前掲脚注 12 に同じ（アクセス日:2023-05-12）を基に当社作成 
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表 4 LEAP アプローチ草案のポイント15 

フェーズ ポイント 

Scope the 

assessment 

LEAP の導入として、企業が重点を置く評価範囲を特定する。範囲を特定する考え方と

しては、事業活動、製品、支出/収益といった企業の性質、バリューチェーンの段階（上

流～自社～下流）、関連するバイオーム16等が挙げられている。最初から企業全体を網羅

するというより、まずは限られた範囲からでも評価に着手し、徐々に拡充していくこと

が推奨されている。 

Locate  設定した評価範囲における自社の事業活動と自然との接点（自然資本とどこで関係し

ているか）を認識するフェーズであり、特に優先地域の特定がポイントとなる。自社操

業、バリューチェーン上下流において、生態系の完全性、生物多様性の重要性、水スト

レスといった観点で、優先すべき地域がないか（優先地域に位置していないか）を特定

する。特定にあたっては、保護地域等を閲覧するツールが有用であり、TNFD のデータカ

タログでツールが紹介されている。 

Evaluate  自然との接点を踏まえ、企業における自然への依存と影響について分析を行うフェー

ズである。例えば、農作物を調達している場合、依存は「地下水/表流水」「昆虫等によ

る受粉」「土壌の質」「気候調整」等の生態系サービスが挙げられ、影響は「土地の改

変」「水の消費」「水質汚染」「土壌汚染」等が挙げられる。このような依存及び影響を特

定することに加え、その程度や規模を定量化することが求められている。 

Assess 依存及び影響を前提に、TCFD 対応と同様に、自然に関連するリスク及び機会を特定・

評価するフェーズである。企業は、将来的な生態系サービスの変化や、政府、市場、社

会の変化を想定し、その不確実性によるリスク及び機会を特定・評価する。また、リス

ク及び機会の優先度を考慮して管理策を策定する。 

Prepare  Locate→Evaluate→Assess の分析・評価結果を踏まえて情報開示に向けた準備をする

フェーズである。特定された依存及び影響、リスク及び機会の管理にあたり、戦略と財

務計画、目標・指標を定め、情報開示を行っていく。目標については、「SBTs for 

Nature」の目標設定プロセスや「昆明・モントリオール生物多様性枠組」のグローバル

目標、「生物多様性国家戦略 2023-2030」の国内目標を、指標については TNFD が公開して

いる評価指標及び開示指標を参照し、企業で設定していく。 

 

3.2.3. シナリオ分析の方向性 

検討段階ではあるが、TCFD と同様、TNFD においてもシナリオ分析により将来的なリスク及び機会を具体化

していくことを推奨している。TCFD の場合、二酸化炭素という単一の指標があるが、TNFD は大まかに分けて

も 5つの直接要因（土地／海域利用変化、直接採取、気候変動、汚染、侵略的外来種（表 2））が関係してお

り、また地域によっても状況が異なるため、非常に複雑で世界共通のシナリオを提示することが難しい。そ

のため、TNFD では、規範的なシナリオではなく、シナリオを使用するための考え方とベースラインの提供を

目指しており、企業側で独自にシナリオ設定することを推奨している。β版 v0.4 では、4 つのシナリオのベ

ースライン（生態系サービスの低下（物理リスク）が中庸または重度、市場原理と非市場原理の整合性（移

行リスク）が低いまたは高い）により、2×2（四象限）のマトリックスで将来像を設定している（図 10）。 

                              
15 LEAP – リスクと機会の評価アプローチ, Taskforce on Nature-related Financial Disclosures , 

https://framework.tnfd.global/leap-the-risk-and-opportunity-assessment-approach/（アクセス日:2023-05-12）を

基に当社作成 
16 バイオーム：ツンドラ、サンゴ礁、サバンナなどの生物圏の区分。 
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注記：横軸は生態系サービスの低下（物理リスク）状況を示し、左側は影響が穏やかであり、右側は重度であることを示す。

縦軸は市場原理と非市場原理の整合性（移行リスク）を示し、下側は整合性が低く、上側は高いことを示す。 

図 10 TNFD で示されている 4つのシナリオのベースライン17 

 

第 3章まとめ：自然関連の情報開示の先駆けとなる TNFD を通じて、自社のバリューチェーンにとって重要

な依存・影響、リスク・機会を把握し、持続可能性を高めていくことが期待される。 

4. おわりに 

 以上のように、企業活動、ビジネスにおける生物多様性関連の取り組みが重要となってきている。最後に、

当社見解として、企業が TNFD 等の生物多様性の取り組みを推進する際のキーワードとポイントを表 5にまと

める。当社としても、コンサルティングを通じてネイチャーポジティブ経済の実現に寄与することを目指し

ており、TNFD フレームワークの正式リリースに合わせ、TNFD 関連のコンサルティングサービスを開始する予

定である。 

 

 

 

                              
17 シナリオガイダンス, Taskforce on Nature-related Financial Disclosures, 

https://framework.tnfd.global/additional-guidance/scenarios-guidance/（アクセス日:2023-05-25） 
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表 5 TNFD 等の生物多様性関連のキーワードとポイント18 

キーワード ポイント 

ロケーション 
生物多様性及び自然資本の固有性、代替不可能性を踏まえ、原材料調

達、製造、使用等、企業活動を行う場所の特性、重要性を認識する。 

リスク管理 
潜在的に依存している生態系サービスと、企業活動による影響要因を

可視化し、事業リスクの一環として管理する。 

ビジネス機会 

生物多様性及び自然資本を回復・再生あるいは影響を低減する取り組

みはビジネス機会となり得るため、パートナー連携を含め、幅広い視

野で事業/製品/技術等を創出する。 

サプライチェーンマネジメント 
サプライチェーン上流・下流での依存・影響を管理するため、トレー

サビリティを向上し、エンゲージメントを図っていく。 

トレードオフ/相乗効果 
他のサステナビリティ分野との関連性（マイナス/プラス効果）に留意

する。 

情報開示 
外部評価や開示義務といった要請のほか、企業取り組みのアピールと

して TNFD 等の枠組みを活用する。 
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